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独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

第 32 回外部評価委員会職業リハビリテーション専門部会 議事概要 

 

１ 開催日時  令和５年６月５日（月）10：00～11：30 

 

２ 場  所  ＡＰ東京八重洲 Ｌ＋Ｍルーム（東京都中央区京橋１－１０－７） 

 

３ 出 席 者 

【外部評価委員】 

松爲委員、菅野委員、大庭委員、阿久根委員、中川委員、大塚委員、 

八重田委員、原委員 

    

   【機構】 

    輪島理事長、鈴木理事、三富理事、児玉理事、下村研究主幹、 

小林総務部長、木原経理部長、飯田企画部長、村田障害者雇用開発推進部長、 

大塚職業リハビリテーション部長、外山研究企画部長、中村職業センター長 

   

４ 議  題 

令和４年度及び第４期中期目標期間における業績評価（職業リハビリテーション業務 

等）について 

 

５ 概  要 

事務局から、資料２－１及び３－１に基づき、職業リハビリテーション業務に係る令和

４年度及び第４期中期目標期間における業績評価について説明が行われた。なお、各委員

からの主な意見及びその他の質疑応答の概要は以下のとおり。 

 

（1-2-1 地域障害者職業センター等における障害者及び事業主に対する専門的支援） 

 令和４年度における業績評価 

自己評定Ａについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 

○設定した４つの目標全てで、数値目標が達成できた。しかも、支援実施事業所数につい

ては昨年度同様、過去最高の達成度であったことは、十分に評価できる。 

 

○オンラインを有効活用の上、障害者支援を実施し、効果を上げている点を評価する。 

 

○新型コロナウイルス感染予防に限らず、随所でオンラインをうまく活用して成果をあげ

ている点が評価できる。 

 

○精神障害者総合雇用支援において、テレワークでの復職が想定されるケースに対して、

在宅でリワークを実施するなど、就労形態の変化に即応した取組をしている点が評価で

きる。 

 

○オンラインによる相談支援の実施。ここ数年オンラインの活用により得たものを更に活

用した。 

 

○コロナ禍による限られた社会・経済情勢のなか、個別性の高いサービス利用者へのオン
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ライン相談支援、研究開発支援ツールの活用、提案型事業主支援、精神障害者への適応

支援カリキュラム、職場における合理的配慮事項に応じたナビゲーションブックの活用

など、幅広い取組が展開されている。 

  

○遠隔地に居住する障害者や来所に困難がある障害者にオンラインでの相談を実施したこ

とは今後の多様な支援に繋がる。ノウハウを蓄積したい。同様に事業主支援においても

研修等の開催に際して、ハイブリット形式での開催を行った点が評価できる。また、ジ

ョブコーチ支援においてもオンラインを活用した支援を実施できたことが評価できる。 

 

【改善すべき点】 

○今年度もコロナ禍における取組であったが、各障害に対して、これまでの取組によって

得られた障害特性をふまえた、具体的な支援であったことに加え、オンラインによる相

談支援が一つの方法として定着したことは、評価できるが、対面とオンラインの割合や

オンラインによる困難さなども今後、示してほしい。 

 

第４期中期目標期間における業績評価 

自己評定Ａについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 

○設定した４つの目標において、令和２年度、コロナ禍によって２項目達成率が 100％に

至らなかったが、他は、全て目標とする達成率に至ることができたことは、十分に評価

できる。 

 

○コロナ禍の影響を受けながらもオンライン活用にて効果を上げた点。 

 

○精神障害者、発達障害者、高次脳機能障害者の就職率及びジョブコーチ支援終了者の６

か月後の職場定着率は一貫して高い数値が保たれている。これは質の高い支援が行われ

ている実態の反映と考えられ、評価できる。 

 

○障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施。オンラインを活用し、経験値を活かし、

目標を達成している。 

 

○コロナ禍による影響もあり、数値目標が達成できなかった年度もあるが、その後にオン

ライン等による支援を充実し、改善できた点は評価できる。 

 

【改善すべき点】 

○中期目標期間は、コロナ禍もあり困難な面が多々あったが、これまでの取組から得られ

た知見を基にしたオンライン等の取組の導入が評価できるが、今後、対面とオンライン

のそれぞれの良い点を活かした取組を整理して行ってもらいたい。 

 

○精神障害者のリワーク支援において、医療機関等との連携支援内容として具体的にどの

ようなものが職場復帰率に寄与し得るものであるかを探るなど、継続的な検討及び推進

が期待される。 

 

その他の主な質疑応答 

○利用者のオンライン環境を整えるのは難しいと思うが、どのように工夫しているのか。 
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→登録している支援機関に障害者が出向いて、支援機関と地域センターをつなぐ場合

や障害者個人のＰＣでオンラインが使えるのであれば、地域センターとあらかじめ

調整した上で、個人のＰＣと地域センターをつなぐ場合もあるなど、ケースバイケ

ースである。 

○障害者就業・生活支援センターから障害者就業・生活支援センターでは対応が難しい

ので、地域センターでの対応を依頼されるような事例はあるのか。 

→ある。 

 

（1-2-2 地域の関係機関に対する助言・援助等及び職業リハビリテーションの専門的な人材    

 の育成） 

令和４年度における業績評価 

自己評定Ａについては、「概ね妥当」との意見であった。 

また、以下のような意見があった。 

○全ての指標において、達成度が 120％を超えたこと。また、重要度「高」と設定された

事業区分であることから、総合的にＳ評価が妥当。 

 

【評価できる点】 

○今年度もコロナ禍における取組であったが、オンラインやこれまで作成したマニュア

ル、教材等を用いた積極的な取組により、設定した４つの目標全てで、数値目標が達成

できたことは、評価できる。 

 

○発達障害等支援スキルが必要となる中、スキル向上研修の受講者数、質の点について評

価できる。 

 

○関係機関への助言・援助、ジョブコーチ支援スキル向上研修などにおいて、オンライン

をうまく活用し、目標を大きく上回る実績を上げている。オンライン活用により遠隔地

に住む支援者が助言・援助を得たり研修に参加したりする機会が増大したと考えられ、

評価できる。 

 

○関係機関が関心の高いテーマを設定した研修の実施や、ハイブリッド型による研修の実

施。 

 

○ジョブコーチ養成研修が障害者の職場定着に寄与したという結果は評価できる。 

 

○関係機関への助言及び援助では、オンラインによる実施が参加しやすい状況を作り出

し、今後の支援のあり方を広げたと思われる。また、大学で学ぶ障害者及びその家族へ

の支援も実施できたことも評価できる。ジョブコーチ養成研修では、オンラインを活用

するとともに、受講者へのきめ細かな配慮及び支援を行い、その質を担保したことが評

価できる。 

 

【改善すべき点】 

○オンラインを積極的に取り入れた研修の実施やオンラインに際し、パソコン操作に関す

るマニュアルつくりは評価できる取組であるが、今後も、オンラインの活用に関し、困

難さ克服の取組を具体的に進めて欲しい。 

 

○研修効果の分析（例えば、研修内容と実際の職場定着率の数値目標との関連性分析等）

が期待される。 
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第４期中期目標期間における業績評価 

自己評定Ｂについては、「概ね妥当」との意見であった。 

また、以下のような意見があった。 

○２つの指標において、達成度が 120％を超えたこと。また、重要度「高」と設定された

事業区分であることから、総合的にＡ評価が妥当。 

 

○コロナ禍においても、各工夫をして役割を果たしていることから、Ａ評価が妥当。 

 

【評価できる点】 

○中期目標期間は、コロナ禍もあり困難な面が多々あったが、これまでの取組から得られ

た知見を基にしたオンライン等の取組の導入が評価できる。 

 

○コロナ禍にあって、地域機関に対する助言・援助やジョブコーチ養成研修・スキル向上

研修の実績がほぼ目標値を超えており、オンラインを活用するなど様々な工夫がなされ

て高い数値が保たれた点が評価できる。 

 

○コロナ禍においても各工夫をして役割を果たしている。 

 

○コロナ禍の影響により、令和２年度の数値が落ち込み、期間評価全体の数値が下がった

が、オンラインを活用してその後に数値目標を達成できている点は評価できる。 

 

【改善すべき点】 

○中期目標期間に設定した４つの目標において、令和２年度、コロナ禍によって１項目の

達成度が 100％に至らなかったが、他は、全て目標とする達成度に至ることができた。

今後は、さらに医療・福祉等分野における就業支援担当者の研修や、障害者就業・生活

支援センター職員を対象とした就業支援研修に力を入れて欲しい。 

 

○調査について、客観的なデータを追加。 

 

その他の主な質疑応答 

○就労支援機関の所属長に対する追跡調査における割合の算出方法は、所属長が寄与した

と判断した割合によるのか、それとも実際の職場定着率を換算するなど数値的な目標を

設定して算出しているのか。 

→所属長に対して、対象障害者等の職場定着に役立っているかという質問票を配り、「非   

常にそう思う」、「そう思う」、「あまりそう思わない」、「まったくそう思わない」 

の選択肢から上位２段階の「非常にそう思う」及び「そう思う」と回答した割合によ 

り算出している。 

 

（1-2-3 職業リハビリテーションに関する調査・研究及び新たな技法等の開発の実施とその 

普及・活用の推進） 

令和４年度における業績評価 

自己評定Ａについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 
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○設定した３つの目標を全て達成できていることは、評価できる。具体的には、これまで

の調査・研究を踏まえたマニュアル、教材等の作成が目標値を達成している点が評価で

きる。また、インターネット等による情報発信は、コロナ後も有益な取組として評価で

きる。 研究・開発成果の活用状況に関して、具体的な活用状況・効果が示されていて評

価できる。 

 

○大学のキャリアセンターに普及活動を行った点は評価できる。さらなる研究成果の普及

活用を期待する。 

 

○オンラインでの支援技法普及講習の実施や成果物のインターネットによる情報発信な

ど、研究・開発成果の普及の取組を一層強化している点が評価できる。 

 

○研究評価結果が高い。支援技法の講習について、外部の関係機関職員への聴講機会の拡

大。インターネットによる情報発信。 

 

○マニュアル・教材ツールなど６件の研究開発は評価できる。例えば、技法開発プロセス

において「プログラムの実施」をしており、サービス利用者に支援した実績を踏まえた

技法開発となっていることも評価できる。 

 

○就労支援のためのアセスメントシートの開発、就労支援機関における人材育成の研究

は、今後の障害者の就労支援に役立つ内容が多くある。また、発達障害のある大学生へ

の支援として、大学等と就労支援機関との連携による支援は今後の方向性を示す貴重な

研究である。これらの成果をオンライン及びインターネットで情報発信をしている点も

評価できる。 

 

【改善すべき点】 

○大学のキャリアセンターにリーフレッ卜を送付する積極的な情報発信の取組は、是非、

今後も続けてほしい。また、その成果も知らせてほしい。 

 

第４期中期目標期間における業績評価 

自己評定Ａについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 

○設定した３つの目標において、令和元年度、１項目において達成率が 100％に至らなか

ったが、他は、全て目標とする指標の達成度に至ることができた点は評価できる。 

 

○一貫して主要テーマを研究し、技法開発を行っている点。 

 

○調査・研究は、いずれも時宜を得た重要なものであり、その質も高くエビデンスとして

様々な場面で活用されることが期待される。 

 

○事業主のニーズを踏まえた実践的手法の開発、提供。マニュアル、教材、ツール等作成

活用。 

 

○研究成果をインターネットによる情報発信により積極的に行った点が評価できる。ま

た、Web 会議を活用して講習会参加者を増やした点も良い。研究成果の内容に応じて大

学等を含め医療機関に配布できた点も評価できる。 
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【改善すべき点】 

○研究成果や就労支援機関等の支援技術の向上に資する技法開発の成果は今後もより積

極的に、しかも効果的に発信し、普及に努めてもらいたい。 

 

○情報発信先の拡大。 

 

その他の主な質疑応答 

○研究成果の学会発表は職リハ学会等リハビリテーション系の学会が多いが、それ以外

にどのような学会で発表されているか。就職後に発達障害であるとわかる方が多く、

事業主が苦慮している現状がある。そのようなケースに対応する事業主はまず産業医

へ相談する。このため、産業医が参加する産業衛生学会、産業ストレス学会など産業

の場面で研究成果を発表してほしいと考えている。 

→日本心理学会、行動経済学会、日本精神障害者リハビリテーション学会、日本リハ 

ビリテーション連携科学学会、日本特殊教育学会などで発表している。御指摘の点 

については検討してまいりたい。 

 

（1-5 障害者職業能力開発業務） 

 令和４年度における業績評価 

自己評定Ｂについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 

○設定した４つの目標のうち、昨年度同様、コロナ禍により数値目標の達成に至らない目

標があった。ただ、訓練修了者の終了後３か月時点の就職率、支援技法等の提供に係る

支援メニューの受講、利用機関の追跡調査における評価の達成度の水準は今年度も評価

できる。 

 

○職業訓練修了者の就職率は評価できる。丁寧な訓練の成果と考える。 

 

○特別支援障害者の中には、習得した技能を一般化したり実際の職場に技能を移転・応用

する能力に乏しい人も多いと思われ、その点において特注型企業連携訓練の取組は有効

と思われ評価できる。 

 

○訓練開始後、並行した就職活動の実施。障害者に対する指導技法等の開発、普及等ニー

ズに合った取組が行われている。 

 

○コロナ禍の影響があるなかで、訓練体験をともなうオープンキャンパスの実施、大学や

高等学校への募集活動等、今後につながる取組が実施できている。 

 

【改善すべき点】 

○特別支援障害者の受け入れにおいてオンラインによる募集活動も続けて行われている

が、テレワークのような働き方が進む中で、オンラインをさらに活用した職業訓練方法

の開発に期待したい。 

 

○職業訓練職の人材育成カリキュラムの内容分析など、継続的な推進が期待される。 
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第４期中期目標期間における業績評価 

自己評定Ｂについては、「妥当」との意見であった。 

 

【評価できる点】 

○中期目標期間は、コロナ禍もあり、設定した４つの目標のうち、数値目標の達成に至ら

ない年度もあったが、徐々に回復の兆しが見えてきているなか、今後の取組に期待した

い。 

 

○コロナ禍において、特別支援障害者の定員に占める割合や訓練終了後の就職率が大幅に

減少しなかったことは評価できる。 

 

○コロナ禍の影響があったなか、新たにオープンキャンパスの実施、大学や高等学校等へ

の募集活動を行うなど、今後につながる取組が実施できている。 

 

【改善すべき点】 

○オンラインを有効に使ったハイブリッド形式や会場参加者に対するグループ別検討会

の導入など、さらなる今後の展開を期待したい。 

 

○職業訓練の人材育成カリキュラムの内容分析など、継続的な推進が期待される。 

 

その他の主な質疑応答 

○中期目標期間を通じてＢ評定だが、機構として障害者の能力開発業務についてどのよ

うな将来展望を考えているか？ 

→障害者の職業訓練は国全体でどう進めていくか、その中で機構がどういう位置づけに

なるかを考えながら、機構営校の訓練をどうしていくべきかを検討する。 

 

以上 


